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平成 28年６月 29日 

 

 養父市議会議長 勝 地 恒 久 様 

 

                      総務文教常任委員会 

委員長 田 中 久 一 

 

 

委員会審査報告書 

 

 平成 28年６月 14日及び６月 21日、本委員会に付託された事件は、審査の結

果、下記のとおり決定したので、養父市議会会議規則第 101 条の規定により報

告します。 

 

記 

 

１ 審査年月日 

平成 28年６月 16日（木）・６月 24日（金） 

 

２ 審査結果 

議案番号 事  件  名 審査結果 

議案第 64号 
養父市職員の降給に関する条例の制定につい

て 

原 案 可 決 

すべきもの 

議案第 66号 
養父市税条例等の一部を改正する条例の制定

について 

原 案 可 決 

すべきもの 

議案第 67号 

養父市議会議員及び養父市長の選挙における

選挙運動の公営に関する条例の一部を改正す

る条例の制定について 

原 案 可 決 

すべきもの 

議案第 71号 

養父市家庭的保育事業等の設備及び運営に関

する基準を定める条例の一部を改正する条例

の制定について 

原 案 可 決 

すべきもの 
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議案第 72号 

養父市放課後児童健全育成事業の設備及び運

営に関する基準を定める条例の一部を改正す

る条例の制定について 

原 案 可 決 

すべきもの 

議案第 73号 

養父市特定教育・保育施設並びに特定地域型

保育事業の使用料及び利用者負担に関する条

例の一部を改正する条例の制定について 

原 案 可 決 

すべきもの 

議案第 78号 
養父市国民健康保険税条例の一部を改正する

条例の制定について 

原 案 可 決 

すべきもの 

  （別紙）審査内容等報告書 
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（別紙） 

総務文教常任委員会 審査内容等報告書 

 

議案第 64号 「養父市職員の降給に関する条例の制定について」 

【質疑】人事評価の成績率を勤勉手当等にそのまま反映させるのか。 

【答弁】成績判断で期末手当が増える職員、下がる職員が出るが、今後、給与

を下げるとした場合に条例がないとできないため制度化した。今後は

予算の枠を超えないよう調整していく。 

 

【質疑】人事評価は誰がするのか。 

【答弁】一般職の場合、１次評価者は課長級で２次評価者は部長級が行う。 

 

 

議案第 66号 「養父市税条例等の一部を改正する条例の制定について」 

【質疑】市民にとってどのようなメリットがあるのか。 

【答弁】メリットとなる主な改正内容は、スイッチＯＴＣ薬の購入費用が年間

１万 2,000 円を超えて支払った場合には、その購入費用のうち年間 10

万円を限度とし、１万 2,000円を超える額を所得控除するものである。 

また、再生可能エネルギー電気のわがまち特例の導入と適用期限の延

長や、グリーン化特例の１年延長が決定された。 

 

議案第 71号 「養父市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める

条例の一部改正する条例の制定について」 

【質疑】兵庫県は国家戦略特区の指定を受けていない。特別地域限定保育士は

３年経過すると保育士となるとあるが、どの条文に規定されているの

か。 

【答弁】国家戦略特別区域法第 12条の４第 10項及び 11項による。 

 

【質疑】将来、兵庫県が国家戦略特区の指定を受ける可能性はあるのか。 

【答弁】県に照会すると、現段階では導入した府県の状況を踏まえ検討中との

ことである。 

 

【質疑】国家戦略特別区域法の指定を受けている県はどこか。 

【答弁】現在、神奈川県、大阪府、沖縄県、千葉県（成田市）の４府県が指定

を受けている。 
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議案第 78号 「養父市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定につい

て」 

【質疑】今年度は加入者が減少したことで、保険税の総額が 1,200 万円の増額

となる。来年度も、加入者の減少により保険税に影響が出るというこ

とか。 

【答弁】被保険者数の減や世帯数の減により、１人当たりの保険税が上がって

いる。来年度についても加入者の減少が続けば影響が出る。平成 28年

度の決算状況、基金の保有状況などを見ながら対応していく。 

 

【質疑】医療費の推移により変わるが、加入者の減少により保険税が増える。

保険税による負担額を決め、それ以上の負担が必要なときは法定外負

担で対応するという時期が来ているのではないか。 

【答弁】現段階では保険税で財政を賄う考えであるが、平成 28年度決算を迎え

る中で、平成 29年度の保険税の大幅な引き上げを余儀なくされ、基金

の繰り入れもできない状況になれば、被保険者の急激な負担増に対応

するために法定外負担の繰り入れも視野に入れて考えることになる。 

 

【質疑】医療費の抑制を図るための健康づくりの取り組みの効果はどうか。 

【答弁】自然を活かした健康づくり推進条例を制定し、健康ポイント事業、さ

まざまな健康増進事業、健診の充実などにより推進しているが、医療

の高度化などにより、医療費全体での効果は見えにくい。継続して取

り組み、健康寿命の延伸を図る。 

 


